
資本市場　2026．8（No. 492）月
刊70

1 ．はじめに

　2014年に導入され、2024年に抜本的拡充・恒久
化が図られたNISA（少額投資非課税制度）は、
制度改正から 2年が経過し、国民の関心は一段と
高まっている。
　NISA総口座数は、制度開始時（2014年 1 月時
点）の492万口座から、2025年12月末時点で2,821
万口座へと順調に増加を続け、日本の成人人口の
約 4人に 1人が口座を保有している計算となり、
資産形成の手段として広く定着しつつあることが
うかがえる。
　政府が掲げた「2027年末までに、NISA総口座
数3,400万口座、買付額56兆円」という目標に対
し、買付額は2025年 3 月末時点で目標に到達して
いる。また、同年12月末時点の口座数は目標まで
残り579万口座に迫っており、利用は着実に拡大
している。
　こうした状況を踏まえ、日本証券業協会（以下
「日証協」という。）では、新NISA開始 2年目の
利用動向の変容や浸透度合いを明らかにし、制度
の継続的な改善と国民の安定的な資産形成に資す
る基礎データを得ることを目的として、「新NISA
開始後の利用動向に関する調査」（以下「新NISA
調査」という。）を実施した。本稿では、2025年
の 1年間に新NISAで金融商品を購入した利用者
の属性や投資行動について、主な調査結果を紹介

していきたい。

2 ．調査の概要と主な調査結果

⑴　調査の概要
　新NISA調査は、2025年の 1年間に新NISAで
金融商品を購入した全国18歳以上の男女7,926名
（以下「新NISA利用者」という。）を対象とし、
2026年 1 月にインターネット調査により実施し
た。
　調査の目的は、新NISAにおける購入・売却金
額、購入・売却銘柄数、購入・売却商品とその理
由及び損益など、新NISA利用者の属性分析の精
緻化等を行い、調査結果の解像度の向上を図るこ
とにより、新NISA開始 2年目の利用動向の変容
や浸透度合いを明らかにし、制度の継続的な改善
と、国民の安定的な資産形成に資する基礎データ
を得ることである。
　調査内容には、金融資産の保有実態、金融経済
教育の経験、金融リテラシー、NISA口座の利用
状況、NISA制度改善要望、経済動向がNISA利
用に与えた影響、新NISAの満足度などが含まれ
ている。

⑵　主な調査結果
　①　新NISAを始めた契機・きっかけ
　新NISAを始めた契機・きっかけは、「SNS・イ
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ンターネット等でNISAに関する情報を見て」が
22.1％と最も高く、次いで「新NISAで制度が大
幅に改善されたと知って」が21.3％と続く。
　新NISA利用者との接点においては、性別や年
代で特徴的な傾向が見られ、「SNS・インターネ
ット等」は男性や若年層で全体と比べ回答率が高
い傾向が見られる。一方で女性や若年層は「家
族・親戚・友人・知人（周囲の人々）に勧められ
て」や「家族・親戚・友人・知人（周囲の人々）
がNISAを始めたと聞いて」といった、周囲の口
コミ・体験の影響が強い傾向が見られる。
　②　新NISAを始めた動機・目的
　新NISAを利用する動機・目的は、「将来・老後
の生活資金」が57.1％と最も高く、「資産形成自
体が目的」が40.8％と続く。
　また、近年の経済状況を受けた「物価上昇（イ
ンフレ）対策」を動機・目的とする属性について
は、男性や若年層の割合が高い傾向が見られる。
　③　新NISAにおける購入資金
　新NISAにおける購入資金は、「預金」が45.9％、
「給与所得（パート・アルバイトを含む）」が44.2
％、「年金」が9.8％となった。これらのいずれか
に回答した利用者は82.0％に上り、前回調査の

「預金・給与所得・年金」の割合（74.9％）から
7.1ポイント増加した。これは「旧NISAの保有銘
柄の売却資金」の11.8％や「課税口座（NISA以
外）の保有銘柄の売却資金」の10.6％といった金
融資産の売却等に伴う資金より、新たな資金が新
NISAへ流入する傾向がさらに強まっていると考
えられる。
　④　新NISA利用者の個人年収
　新NISA利用者の個人年収は、「300万円未満」
が39.3％と最も高く、次いで「300万円〜500万円
未満」が26.5％と続く。平均年収は467.7万円であ
り、前回の454.6万円から13.1万円増加したものの、
引き続き高年収帯に限らず幅広い層に利用されて
いることを示す結果になっていると考えられる。
　⑤　新NISAにおける購入金額
　2025年の 1年間における平均購入金額は、つみ
たて投資枠で45.5万円、成長投資枠で94.2万円で
あった。前回のつみたて投資枠47.3万円、成長投
資枠103.3万円からわずかに減少したものの、安定
的に投資枠が利用されている状況がうかがえる。
　⑥　新NISAにおける購入銘柄のタイプ
　購入銘柄のタイプは、つみたて投資枠では「投
資信託（インデックス型）全世界株式（日本を含

（図表 1）新NISAにおける購入資金
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む）」が34.2％、成長投資枠では「日本国内株式」
が48.2％と、いずれも前回とほぼ同様の傾向が見
られた。
　⑦　新NISAにおける損益状況
　2025年の 1年間における損益状況について、つ
みたて投資枠では実現損益でマイナス2.8％、含
み損益でマイナス1.6％である。また、成長投資
枠では実現損益でマイナス4.7％、含み損益でマ
イナス4.0％であり、いずれの投資枠においても、
概ね良好な運用成果が得られていると考えられ
る。
　⑧　子どもや孫のNISA口座の開設推奨意向
　令和 8年度税制改正により、つみたて投資枠に
おける年齢制限が撤廃され、18歳未満の未成年者
も利用できるよう、NISA制度の更なる利便性向
上が図られた。子どもや孫の利用に関する意向を
調査したところ、子どもや孫がいない者を除き、
NISA口座の開設を「勧めたい」とする者は43.0
％に達し、「勧めたくない（11.5%）」を31.5ポイ
ント上回った。特に40代以下の若年層では「勧め
たい」が 5割を超えており、今後の利用者拡大に
つながるものと考えられる。
　⑨　新NISAの利用動向への経済動向の影響

　2025年の経済動向が「新NISAの利用を後押し
した（株式・投資信託を増やした）」と回答した
要因をみると、「日経平均株価の上昇基調」が
26.3%と最も高く、次いで「物価上昇（インフレ）」
が24.6%、「為替動向」が16.9%、「金利上昇（預金
金利上昇・国債利回り上昇）」が16.7%と続く。特
に物価上昇については、若年層や高年収層ほど利
用を後押しした割合が高い傾向が見られた。
　⑩　新NISAの評価
　新NISAへの満足度は、「とても高い（13.0%）」
「やや高い（53.6%）」の合計が66.6%に上り、高い
評価を得ている。また、職場・学校・家庭等で新
NISAの話題が月に 1回以上出るのは25.7%、周囲
の人に新NISAを勧めるような話をした頻度が月
に 1回以上出るのは24.2%となっている。
　「①新NISAを始めた契機・きっかけ」において
周囲の人の勧めや口コミがNISAを始めるきっか
けとなっているという結果が見られたように、
NISAが身近な話題の一つになっていると考えら
れる。
　⑪　新NISA利用者の金融経済教育を受けた経
験とその影響
　新NISA利用者のうち、金融経済教育の「経験

（図表 2）新NISA利用者の個人年収

（出所）日証協「2025年度（令和 7年）新NISA開始後の利用動向に関する調査（調査結果概要）」
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あり」は22.7％であった。年代別にみると、若年
層ほど「経験あり」の割合が高い傾向にあり、特
に「20代以下」は37.2％と 3分の 1超が教育経験
者となっている。
　金融経済教育の経験の有無は、利用者の投資行
動にも影響を与えており、「経験あり」は、つみ
たて投資枠と成長投資枠の両枠を併用する割合が
66.8％であり、「経験なし（53.5％）」を13.3ポイ
ント上回った。また、リスク性金融商品のうち
「外貨建て」を保有する割合も「経験あり」は
56.0％と、「経験なし（38.1％）」を17.9ポイント
上回るなど、教育経験者は、より積極的な投資行
動をとる傾向が見られる。

3 ．おわりに

　2024年から始まった新NISAは、開始 2年目に
おいても幅広い年収層に浸透しており、利用者の
約 3分の 2が現在の制度に満足しているという高
い評価を得ていることが今回の新NISA調査によ
り明らかになった。
　日証協としては、より多くの国民が将来に向け
た安定的な資産形成を行えるよう、金融経済教育
推進機構（J-FLEC）とも連携を深めて金融経済
教育の拡充に努め、金融リテラシー向上を図ると
ともに、様々な取組みを通じてその実現に貢献し
ていく所存である。

　また、本調査の詳細な結果については、日証協
ウェブサイト等で公表している「新NISA開始後
の利用動向に関する調査報告書」をご参照いただ
きたい。なお、本調査については学術研究等のた
めに匿名個票データの利用を希望する研究者等に
対し、一定の条件の下で匿名個票データを提供し
ている。詳細は日証協ウェブサイト等をご参照い
ただきたい。

【新NISA調査】

https://www.jsda.or.jp/shiryoshitsu/toukei/shin-nisa-

chousa/index.html

【新NISA白書】

https://www.jsda.or.jp/shiryoshitsu/toukei/shin-nisa-

hakusyo/index.html
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（図表 3）新NISA利用者の金融経済教育を受けた経験

（出所）日証協「2025年度（令和 7年）新NISA開始後の利用動向に関する調査（調査結果概要）」


